
その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 2.4

0.251 0.6
公共下水道 □ m3 4,014.0 0.439 1.8
水道及び工業用水道 □ m3 2,566.0

0.0
合　計 7,767.5 389.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 791,057.0 9.76 7,720.7 0.489 386.8

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.6
その他（LPG） □ kg 742.2 50.80 37.7 0.016 2.2
その他（軽油） □ L 240.0 37.70 9.0

0.014 0.0
その他（ガソリン） □ L 0.0 34.60 0.0 0.018 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 391

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

45.4

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 200

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 389

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8 2 1 連鎖化事業区分

□ □ □

■ □ □

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 8,566.12 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 4 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

西砂町４－７７－１

0 0 0 3

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市総合リサイクルセンター

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

■

目 標 の 有 無 ■ □

5.0

C501 個室等不使用箇所のこまめな消灯

C504 利用状況に応じた空調の設定変更

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C109 空室・不在時等の空調停止

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

A202 温暖化対策推進担当の配置

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 16.1

0.251 5.9
公共下水道 □ m3 23,383.0 0.439 10.3
水道及び工業用水道 □ m3 23,383.0

0.0
合　計 22,143.8 1,104.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 198.9
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 406,746.0 9.28 3,774.6

昼間（8時～22時） □ kWh 1,337,748.0 9.97 13,337.3 0.489 654.2
その他（） □ 0.0

0.019 2.2
その他（A重油） □ L 0.0 39.10 0.0 0.019 0.0
その他（灯油） □ L 900.0 36.70 33.0

0.014 249.3
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 111,085.2 45.00 4,998.8

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

16

総　計（④=②+③） 1,120

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

26.7

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

中央スタンド電気・空調設備更新工事終了

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 571

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,104

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ ■ □

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 41,303.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

曙町３－３２－５

0 0 0 4

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川競輪場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

E139 進相コンデンサ等による力率改善

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E129 全熱交換器の導入

E138 高効率無停電電源装置の導入

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D107 ボイラ等の空気比の調整 D104 空調フィルターの清掃・点検

C516 外灯等の点灯時間の季節別管理

C510 その他設備の不使用時の停止

C513 便座ヒーター等温度の季節別設定

C515 自動販売機の不要時の停止

C501 個室等不使用箇所のこまめな消灯

C509 中央熱源機器等の季節設定実施

C502 採光を利用した消灯の実施 C104 採光を利用した消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B103 時間的に詳細に把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

A208 組織横断的な推進体制の整備 A203 具体的な取組目標と内容の設定

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.3

0.251 0.1
公共下水道 □ m3 394.0 0.439 0.2
水道及び工業用水道 □ m3 394.0

0.0
合　計 2,482.1 124.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 254,318.0 9.76 2,482.1 0.489 124.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 124

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

15.3

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

H27年度調査（H26年度使用分）より、立川市北口第一有料自転車駐車場分も含み報告し
ている。

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 64

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 124

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 8,102.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

曙町２－３６－２

0 0 0 5

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市北口第一駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

C127 看板照明点灯時間の季節別管理

C501 個室等不使用箇所のこまめな消灯

C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

B105 エネルギー使用量の前年度比較

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 2.4

0.251 0.9
公共下水道 □ m3 3,481.0 0.439 1.5
水道及び工業用水道 □ m3 3,481.0

0.0
合　計 1,410.3 70.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 14.4
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 29,400.0 9.28 272.8

昼間（8時～22時） □ kWh 65,817.0 9.97 656.2 0.489 32.2
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 24.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 10,696.0 45.00 481.3

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 72

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

96.0

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 36

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 70

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5 4 3 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 □ ■

報 告 範 囲 □ ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 728.99 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 0 4 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

柏町１－１２都営柏町住宅１１棟１号

0 0 0 6

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 柏地域福祉サービスセンター

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

D105 換気フィルターの清掃・点検 D104 空調フィルターの清掃・点検

C508 空室・不在時等の空調停止

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C108 温度計等による室温の把握と調整

C507 温度計等による室温の把握と調整

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B107 主要設備の使用状況の把握 B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

A208 組織横断的な推進体制の整備 A203 具体的な取組目標と内容の設定

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 2.0

0.251 0.7
公共下水道 □ m3 2,966.0 0.439 1.3
水道及び工業用水道 □ m3 2,966.0

0.0
合　計 1,625.3 81.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 131,342.0 9.76 1,281.9 0.489 64.2

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 17.1
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 7,631.7 45.00 343.4

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 83

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

84.5

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 41

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 81

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 □ ■

報 告 範 囲 □ ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 958.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

上砂町１－１３－１

0 0 0 7

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 上砂保育園

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

緑のカーテン・打ち水の実施。C504（利用状況に応じた空調の設定変更）、C506（余熱利用による早めの空調停止）

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

D108 その他設備の定期的な保守・点検

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D105 換気フィルターの清掃・点検 D104 空調フィルターの清掃・点検

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C501 個室等不使用箇所のこまめな消灯

C109 空室・不在時等の空調停止

C114 事務用機器を省エネモードに設定

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C108 温度計等による室温の把握と調整

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

C502 採光を利用した消灯の実施 C133 可能な限り低い照度設定

B105 エネルギー使用量の前年度比較

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202 温暖化対策推進担当の配置

A204 取組状況の点検体制の構築

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 2.2

0.251 0.8
公共下水道 □ m3 3,255.0 0.439 1.4
水道及び工業用水道 □ m3 3,255.0

0.0
合　計 1,568.0 80.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 62,256.0 9.76 607.6 0.489 30.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 36.7
その他（LPG） □ kg 4,410.8 50.80 224.1 0.016 13.2
都市ガス □ Nm3 16,361.6 45.00 736.3

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 82

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

107.5

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 40

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 80

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 744.12 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 0 4 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

柏町３－５２－９

0 0 0 8

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 柏保育園

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

緑のカーテン・打ち水の実施。C506（余熱利用による早めの空調停止）

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

D108 その他設備の定期的な保守・点検

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D105 換気フィルターの清掃・点検 D104 空調フィルターの清掃・点検

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C504 利用状況に応じた空調の設定変更

C109 空室・不在時等の空調停止

C114 事務用機器を省エネモードに設定

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C108 温度計等による室温の把握と調整

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

C502 採光を利用した消灯の実施 C133 可能な限り低い照度設定

B105 エネルギー使用量の前年度比較

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202 温暖化対策推進担当の配置

A204 取組状況の点検体制の構築

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 1.2

0.251 0.4
公共下水道 □ m3 1,754.0 0.439 0.8
水道及び工業用水道 □ m3 1,754.0

0.0
合　計 3,331.4 166.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 317,987.6 9.76 3,103.6 0.489 155.5

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0
その他（） □ 0.0
その他（） □ 0.0

0.014 11.4
その他（） □ 0.0
都市ガス □ Nm3 5,062.1 45.00 227.8

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 167

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

42.9

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 85

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 166

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 4 2 9 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 3,861.04 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 1 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

高松町３－２２－９

0 0 1 0

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市健康会館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

190.0

C104（採光を利用した消灯の実施）、C112（季節に応じた外気導入量の適正化）、C507（温度計等による室温の把握と
調整）

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

■

目 標 の 有 無 ■ □

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

E132 エアカーテンの設置

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104 空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

C504 利用状況に応じた空調の設定変更

C510 その他設備の不使用時の停止

C120 外灯等の点灯時間の季節別管理

C501 個室等不使用箇所のこまめな消灯

C114 事務用機器を省エネモードに設定

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C108 温度計等による室温の把握と調整

C502 採光を利用した消灯の実施 C109 空室・不在時等の空調停止

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A202 温暖化対策推進担当の配置

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 5.4

0.251 2.0
公共下水道 □ m3 7,775.0 0.439 3.4
水道及び工業用水道 □ m3 7,775.0

0.0
合　計 16,806.5 840.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 1,157,993.0 9.76 11,302.0 0.489 566.3

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 274.5
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 122,321.5 45.00 5,504.5

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

5

総　計（④=②+③） 845

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

70.0

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 433

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 840

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 5 1 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 11,995.68 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

錦町3-3-20

0 0 1 1

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市市民会館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

67.0

B101（設備ごとに詳細に把握）　C501（個室等不使用箇所のこまめな消灯）

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

■

目 標 の 有 無 ■ □

E108 高効率照明器具の採用（屋外）

E124 更新に合わせた高効率機器の採用

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

E105 照明用人感センサの採用

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

C513 便座ヒーター等温度の季節別設定

C510 その他設備の不使用時の停止

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C508 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C109 空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C112 季節に応じた外気導入量の適正化

C113 中間期における外気冷房の実施 C104 採光を利用した消灯の実施

C123 温湿度の適正管理 C108 温度計等による室温の把握と調整

B107 主要設備の使用状況の把握 B105 エネルギー使用量の前年度比較

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B103 時間的に詳細に把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を加えて把握

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A204 取組状況の点検体制の構築

A208 組織横断的な推進体制の整備 A213 推進担当者の知識向上・内部還元

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 3.5

0.251 1.3
公共下水道 □ m3 5,106.0 0.439 2.2
水道及び工業用水道 □ m3 5,106.0

0.0
合　計 1,466.3 73.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 62,687.7 9.76 611.8 0.489 30.7

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 42.6
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 18,988.0 45.00 854.5

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 76

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

45.2

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 37

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 73

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5 4 3 連鎖化事業区分

□ □ □

□ ■ □

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 1,614.04 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 1 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

羽衣町１－１２－１８

0 0 2 5

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 羽衣地域福祉サービスセンター

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

D105 換気フィルターの清掃・点検 D104 空調フィルターの清掃・点検

C508 空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C507 温度計等による室温の把握と調整

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B107 主要設備の使用状況の把握 B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

A208 組織横断的な推進体制の整備 A203 具体的な取組目標と内容の設定

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 1.1

0.251 0.4
公共下水道 ■ m3 1,552.3 0.439 0.7
水道及び工業用水道 ■ m3 1,536.7

0.0
合　計 6,092.2 290.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 376,784.4 9.76 3,677.4 0.489 184.2

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

0.060 47.7
昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

その他（冷水） ■ MJ 795,399.4 1.36 1,081.7

0.060 0.0
その他（温水） ■ MJ 977,045.8 1.36 1,328.8 0.060 58.6
その他（産業用以外の蒸気） ■ MJ 3.8 1.36 0.0

0.014 0.2
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 94.7 45.00 4.3

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 291

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

91.5

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 157

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 290

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8 2 1 連鎖化事業区分

■ □ □

□ □ □

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 □ □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積 3,167.63 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

曙町２－３６－２

0 0 2 6

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市女性総合センター

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

■

目 標 の 有 無 ■ □

1.5

C508 空室・不在時等の空調停止

C501 個室等不使用箇所のこまめな消灯

C504 利用状況に応じた空調の設定変更

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C108 温度計等による室温の把握と調整

B105 エネルギー使用量の前年度比較

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B107 主要設備の使用状況の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A202 温暖化対策推進担当の配置

A204 取組状況の点検体制の構築

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 4.8

0.251 1.7
公共下水道 □ m3 6,948.0 0.439 3.1
水道及び工業用水道 □ m3 6,948.0

0.0
合　計 6,886.0 344.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 525,910.0 9.76 5,132.9 0.489 257.2

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 87.4
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 38,957.2 45.00 1,753.1

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 348

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

60.6

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

館内1系統の空調機改修工事

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 177

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 344

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5 5 9 連鎖化事業区分

■ □ □

□ □ □

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 5,672.90 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

富士見町２－３６－４７

0 0 2 7

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 総合福祉センター

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

室内温度が夏は２８℃、冬は２０℃になるように適切に空調の運転を管理する。照明、パソコン等の電気機器類は不使用
時に電源を切るように徹底する。

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

■

目 標 の 有 無 ■ □

D108 その他設備の定期的な保守・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検

D106 ボイラ等の定期点検の実施

C508 空室・不在時等の空調停止

C501 個室等不使用箇所のこまめな消灯

C504 利用状況に応じた空調の設定変更

C114 事務用機器を省エネモードに設定

C117 便座ヒーター等温度の季節別設定

C502 採光を利用した消灯の実施 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

A401 テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 9.5

0.251 3.5
公共下水道 □ m3 13,785.0 0.439 6.1
水道及び工業用水道 □ m3 13,785.0

0.0
合　計 4,097.8 252.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 147,570.0 9.76 1,440.3 0.489 72.2

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 179.2
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 72,000.0 36.70 2,642.4

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 297.1 50.80 15.1 0.016 0.9
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

9

総　計（④=②+③） 261

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

97.3

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 105

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 252

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8 2 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 2,588.08 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

柴崎町５－１１－２６

0 0 2 8

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 柴崎福祉会館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

夏に実施する節電対策として、柴崎福祉会館全体の照明の半分を間引き消灯する。空調の設定温度を28度で厳守す
る。

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

E105 照明用人感センサの採用

E114 高効率パッケージの採用 E125 高輝度誘導灯の導入

E104 照明点灯範囲の細分化

D105 換気フィルターの清掃・点検 D106 ボイラ等の定期点検の実施

D107 ボイラ等の空気比の調整 D108 その他設備の定期的な保守・点検

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

C508 空室・不在時等の空調停止

C504 利用状況に応じた空調の設定変更

C506 余熱利用による早めの空調停止

C503 利用客数の時間帯別把握 C109 空室・不在時等の空調停止

C501 個室等不使用箇所のこまめな消灯

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C103 日本工業規格に準じた照度の設定

C502 採光を利用した消灯の実施 C104 採光を利用した消灯の実施

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B106 過去のデータによる傾向の把握 B104 設備ごとに詳細に把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

A207 排出状況の整理・分析・提供

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202 温暖化対策推進担当の配置

A206 所内の温室効果ガス排出量を集計

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 3.0

0.251 1.1
公共下水道 □ m3 4,324.0 0.439 1.9
水道及び工業用水道 □ m3 4,324.0

0.0
合　計 1,078.3 53.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 45,821.0 9.76 447.2 0.489 22.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 31.5
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 14,024.2 45.00 631.1

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 55

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

71.4

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

集会室（1階）の空調機改修工事

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 27

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 53

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8 2 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 741.83 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

一番町６－１７－８７

0 0 2 9

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 一番福祉会館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

夏に実施する節電対策として、一番福祉会館全体の照明の半分を間引き消灯する。空調の設定温度を28度で厳守す
る。

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

E105 照明用人感センサの採用

E125 高輝度誘導灯の導入

E104 照明点灯範囲の細分化

D108 その他設備の定期的な保守・点検

D105 換気フィルターの清掃・点検 D104 空調フィルターの清掃・点検

D106 ボイラ等の定期点検の実施

C501 個室等不使用箇所のこまめな消灯

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 5.0

0.251 1.8
公共下水道 □ m3 7,227.0 0.439 3.2
水道及び工業用水道 □ m3 7,227.0

0.0
合　計 2,076.2 104.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 92,488.0 9.76 902.7 0.489 45.2

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.8
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 327.0 36.70 12.0

0.014 57.9
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 25,810.6 45.00 1,161.5

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 107

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

91.9

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 53

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 103

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8 2 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 1,119.96 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 0 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

幸町５－５７－１４

0 0 3 0

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 幸福祉会館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

夏に実施する節電対策として、幸福祉会館全体の照明の半分を間引き消灯する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　空調の
設定温度を28度で厳守する。

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

D105 換気フィルターの清掃・点検

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D108 その他設備の定期的な保守・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

C503 利用客数の時間帯別把握 C114 事務用機器を省エネモードに設定

C501 個室等不使用箇所のこまめな消灯

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 0.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 68.0

0.0
合　計 1,333.0 67.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 25.4
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 51,855.0 9.28 481.2

昼間（8時～22時） □ kWh 85,243.0 9.97 849.9 0.489 41.7
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（軽油） □ L 52.0 37.70 2.0 0.019 0.1
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 67

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

212.1

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 34

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 67

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

3 6 3 2 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 315.84 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 0 4 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

柏町五丁目３番地の１０

0 0 3 1

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市柏町汚水中継ポンプ場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

D201 ランプ等の定期的な清掃・交換 D204 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C109 空室・不在時等の空調停止

C904 運転方法ルール化と不使用時停止

B105 エネルギー使用量の前年度比較

C123 温湿度の適正管理 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B104 設備ごとに詳細に把握

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203 具体的な取組目標と内容の設定

A207 排出状況の整理・分析・提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 8.0

0.251 2.9
公共下水道 □ m3 11,681.0 0.439 5.1
水道及び工業用水道 □ m3 11,410.0

0.0
合　計 22,499.7 1,122.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 208.4
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 426,147.0 9.28 3,954.6

昼間（8時～22時） □ kWh 1,335,313.0 9.97 13,313.1 0.489 653.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（A重油） □ L 520.0 39.10 20.3 0.019 1.4
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 259.9
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 115,814.9 45.00 5,211.7

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

7

総　計（④=②+③） 1,129

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

43.1

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 580

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,122

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8 2 1 連鎖化事業区分

■ □ □

□ □ □

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 25,981.60 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

6 6 6 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

泉町1156番地の９

0 0 3 2

〒 1 9 0 － 8

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市役所

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

太陽光発電パネル３６４枚を設置し、最大６０ｋｗを発電。２５ｋｗ×２台のコージュネレーションを設置し、その熱を利用で
きる排熱投入型冷温水発生機も設置。すべての窓ガラスに、複層ガラスを使用し、断熱を実現。約２，３００㎡に屋上緑化
を施し、ヒートアイランドを軽減。緑のカーテンを育て、冷房負荷を低減する。屋上に降った雨水を利用し、トイレの洗浄水
等に使用。自動調光機能のある照明器具を設置し、集中管理を行ない無駄を省く。夏季や中間期の夜間に外気を建物
内に取り入れ、冷房負荷を低減する。エレベータの使用制限。照明器具を間引き、事務室内の照度低減。庁舎内の室温
を２８度で冷房の集中管理。給湯器の利用制限。B104（設備ごとに詳細に把握）、C103（空室・不在時等のこまめな消
灯）、C104（採光を利用した消灯の実施）

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

E103 高効率照明器具の採用（屋内）

E109 空調の冷温水配管の保温の実施

D105 換気フィルターの清掃・点検 D106 ボイラ等の定期点検の実施

D107 ボイラ等の空気比の調整 D108 その他設備の定期的な保守・点検

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

C506 余熱利用による早めの空調停止

C508 空室・不在時等の空調停止

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C501 個室等不使用箇所のこまめな消灯

C504 利用状況に応じた空調の設定変更

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C109 空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C114 事務用機器を省エネモードに設定

C113 中間期における外気冷房の実施 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C123 温湿度の適正管理 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

B107 主要設備の使用状況の把握 B105 エネルギー使用量の前年度比較

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B103 時間的に詳細に把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を加えて把握

A208 組織横断的な推進体制の整備 A204 取組状況の点検体制の構築

A207 排出状況の整理・分析・提供

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202 温暖化対策推進担当の配置

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203 具体的な取組目標と内容の設定

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 1.8

0.251 0.6
公共下水道 □ m3 2,565.0 0.439 1.1
水道及び工業用水道 □ m3 2,565.0

0.0
合　計 3,981.0 199.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 407,894.0 9.76 3,981.0 0.489 199.5

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 200

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

46.0

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 102

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 199

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8 2 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ ■ □

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 4,319.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

錦町3-2-26

0 0 3 3

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市子ども未来センター

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

37.0

C106　冷暖房温度を都の推奨値へ変更

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 ■ □

E106 高効率照明ランプの採用（屋外）

E129 全熱交換器の導入

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

E114 高効率パッケージの採用 E105 照明用人感センサの採用

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

C501 個室等不使用箇所のこまめな消灯

C510 その他設備の不使用時の停止

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C117 便座ヒーター等温度の季節別設定

C517 看板照明点灯時間の季節別管理 C120 外灯等の点灯時間の季節別管理

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C132 開け放し開口部面積の縮小

C502 採光を利用した消灯の実施 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C113 中間期における外気冷房の実施 C104 採光を利用した消灯の実施

C123 温湿度の適正管理 C109 空室・不在時等の空調停止

B108 エネルギー等情報の対策への活用

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B107 主要設備の使用状況の把握 B105 エネルギー使用量の前年度比較

A213 推進担当者の知識向上・内部還元

A216 所内会議・研修会等で報告

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A202 温暖化対策推進担当の配置

A204 取組状況の点検体制の構築

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.1

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 102.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 102.0

0.0
合　計 64.0 3.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 6,508.0 9.76 63.5 0.489 3.2

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 10.6 45.00 0.5

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 3

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

42.0

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 3

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8 2 1 連鎖化事業区分

■ □ □

□ □ □

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 71.42 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

富士見町７－１７－１２

0 0 3 5

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市役所富士見連絡所

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

26.6目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 ■ □

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C501 個室等不使用箇所のこまめな消灯

C503 利用客数の時間帯別把握 C504 利用状況に応じた空調の設定変更

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 0.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 0.0

0.0
合　計 108.3 5.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 11,093.0 9.76 108.3 0.489 5.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 5

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

449.6

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 2

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 5

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8 2 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 11.12 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

上砂町１－１３－１

0 0 3 6

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 大山防災井戸

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 10.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 10.0

0.0
合　計 27.8 1.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 2,821.0 9.76 27.5 0.489 1.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 4.8 50.80 0.2 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 1

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

25.2

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 0

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8 2 1 連鎖化事業区分

■ □ □

□ □ □

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 39.60 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 4 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

西砂町３－６８－３

0 0 3 7

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市消防団第一分団

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 15.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 15.0

0.0
合　計 16.1 0.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 1,633.0 9.76 15.9 0.489 0.8

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 2.9 50.80 0.1 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 0

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

0.0

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 0

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 0

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8 2 1 連鎖化事業区分

■ □ □

□ □ □

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 127.03 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 4 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

西砂町１－６０－６

0 0 3 8

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市消防団第二分団

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 12.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 12.0

0.0
合　計 40.5 2.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 4,138.0 9.76 40.4 0.489 2.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 1.7 50.80 0.1 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 2

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

12.5

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 2

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8 2 1 連鎖化事業区分

■ □ □

□ □ □

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 160.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

一番町３－６－１３

0 0 3 9

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市消防団第三分団

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 9.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 9.0

0.0
合　計 10.1 0.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 1,024.0 9.76 10.0 0.489 0.5

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 1.7 50.80 0.1 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 0

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

0.0

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 0

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 0

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8 2 1 連鎖化事業区分

■ □ □

□ □ □

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 77.91 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

上砂町３－６１－６

0 0 4 0

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市消防団第四分団

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 9.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 9.0

0.0
合　計 35.1 1.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 3,371.0 9.76 32.9 0.489 1.6

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 42.5 50.80 2.2 0.016 0.1
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 1

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

5.0

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 0

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8 2 1 連鎖化事業区分

■ □ □

□ □ □

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 196.75 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 1 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

砂川町４－１９－１３

0 0 4 1

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市消防団第五分団

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 14.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 14.0

0.0
合　計 25.4 1.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 2,573.0 9.76 25.1 0.489 1.3

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 5.2 50.80 0.3 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 1

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

9.2

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 0

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8 2 1 連鎖化事業区分

■ □ □

□ □ □

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 108.11 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 0 4 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

柏町３－４０－９

0 0 4 2

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市消防団第六分団

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 9.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 9.0

0.0
合　計 28.2 1.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 2,862.0 9.76 27.9 0.489 1.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 6.8 45.00 0.3

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 1

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

3.7

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 0

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8 2 1 連鎖化事業区分

■ □ □

□ □ □

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 264.64 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 0 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

栄町２－４１－５

0 0 4 3

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市消防団第七分団

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 16.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 16.0

0.0
合　計 29.8 1.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 2,889.0 9.76 28.2 0.489 1.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 32.4 50.80 1.6 0.016 0.1
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 1

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

7.8

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 0

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8 2 1 連鎖化事業区分

■ □ □

□ □ □

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 127.28 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 0 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

幸町２－３９－７

0 0 4 4

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市消防団第八分団

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 15.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 15.0

0.0
合　計 22.8 1.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 2,325.0 9.76 22.7 0.489 1.1

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 2.1 50.80 0.1 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 1

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

5.0

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 0

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8 2 1 連鎖化事業区分

■ □ □

□ □ □

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 200.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 0 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

幸町３－３３－７

0 0 4 5

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市消防団第九分団

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 9.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 9.0

0.0
合　計 41.5 2.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 4,247.0 9.76 41.5 0.489 2.1

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 1.7 50.80 0.1 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 2

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

11.9

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 2

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8 2 1 連鎖化事業区分

■ □ □

□ □ □

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 167.10 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 0 1 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

若葉町２－９－３２

0 0 4 6

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市消防団第十分団

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.1

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 178.0 0.439 0.1
水道及び工業用水道 □ m3 178.0

0.0
合　計 33.9 1.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 3,469.0 9.76 33.9 0.489 1.7

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 1

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

43.0

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 0

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8 2 1 連鎖化事業区分

■ □ □

□ □ □

□ 1年未満

所 有 形 態 □ ■

報 告 範 囲 □ ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 23.23 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

錦町１－３－６

0 0 4 7

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川駅南口地域安全ステーション

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

D105 換気フィルターの清掃・点検 D104 空調フィルターの清掃・点検

D108 その他設備の定期的な保守・点検

C519 季節に応じた温度設定の見直し

C504 利用状況に応じた空調の設定変更

C508 空室・不在時等の空調停止

C132 開け放し開口部面積の縮小

C501 個室等不使用箇所のこまめな消灯

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C109 空室・不在時等の空調停止

C123 温湿度の適正管理 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B107 主要設備の使用状況の把握

A201 地球温暖化対策の方針等の設定

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名
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